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第２章 公共施設等の現況及び将来の見通し 
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第３項  工作物 

工作物とは、地面に定着している人工的な構築物で、建物以外のものを指します。工作物には、

図 ２-１０に示す施設等が該当します。道路附属物（街路灯）は 5,968 基を有しています（平成

27年度末）。そのうち、独立ポール式照明は 1,045基、電柱共架式照明は 4,923基です。 

これらの施設（工作物）についても、日常的な点検や清掃等の維持管理が必要です。また、長

寿命化計画 3・大規模修繕及び更新の対象となるものも含まれます。 

 

テニスコート プール 雨水貯留槽 

   
 
 
 
 
 

道路附属物（カーブミラー） ナイター設備 モニュメント 

 
 
 
 
 
 

  

図 ２-１０ 市内の工作物の事例 

 
  

                                                  
3 施設の維持管理・更新等を着実に推進するための中長期的な取組の方向性を明らかにする計画。新設から撤去

までのいわゆるライフサイクルの延長のための対策や、更新を含め将来にわたって必要な機能を発揮し続けるた

めの取組を計画します。 



















 

24 

第４節 将来更新費用の推計 

第１項  推計の意義 

建築系の公共施設及びインフラ系の公共施設（道路附属物を含む）を対象として、将来の更新

（建替え及び大規模修繕）に必要な費用の推計を行いました。推計期間は、平成 29（2017）年度

から平成 88（2076）年度までの 60 年間です。なお、更新費用は推計であり、事業費ベースで算

出していることから、国庫補助金、各種使用料収入等は考慮していません。そのため将来の更新

時点における一般財源ベースの財政負担とは必ずしも一致しません。 

 

第２項  建築系の公共施設に係る将来更新費用の推計 

（１） 推計方法 

 市が所有する建築系の公共施設を対象とし「統一的な基準による地方公会計マニュアル」（平成

27年 1月・総務省）の考え方を参考として更新費用を推計しました。 

 更新費用推計における条件は以下のとおりです。 

 

① 対象とする建築物 

市が所有する建築物（プールを含む）を対象としています。借り上げて使用している施設は更

新費用の推計対象から除外しました。また、区分所有建物及び文化財・歴史的建造物についても、

推計対象から除外しました。 

 

② 更新費用推計の考え方 

現在と同じ仕様（用途、構造及び面積等）にて建替え及び大規模修繕を行うものと想定しまし

た。建替え時には従前の建築物の解体に必要な解体費用を計上することとし、解体費用は延床面

積 1㎡当たり 28,000円を計上しました。大規模修繕とは、修繕等に係る支出が当該償却資産の資

産価値を高め、またはその耐久性を増すこととなると認められるものを指します。具体的には大

規模な屋根の防水工事や外壁の補修工事等が該当します。 

建替えに必要な建築費用は再調達価額（昭和 59 年度以前に取得）又は取得価額（昭和 60 年度

以降に取得）をもとに算出しました。建替えの時期は、各建物の用途及び構造に応じた耐用年数

をもとに設定しました。 

大規模修繕に必要な建築費用は建替えに必要な建築費用の 2 分の 1 相当を設定しました。大規

模修繕は建築後（建替え含む）、耐用年数の 2分の 1の期間にて計上しました。 

なお、推計開始時点（平成 29年度）ですでに建替え時期または大規模修繕時期を過ぎてしまっ

ている建築物については、その費用の合計を推計期間の 60年間に按分しています。 

  






















